
 

   自家消費型太陽光発電設備導入補助金交付要綱 

令和 4 年 11 月 17 日 環境局長決裁   

 （目的） 

第１条 この要綱は、再生可能エネルギー・省エネルギー機器導入を支援するために、札幌市

が行う補助制度「自家消費型太陽光発電設備導入補助金制度」の実施について必要な事項

を定めることにより、補助金交付に関する業務の適正かつ円滑な運営を図り、札幌市にお

ける脱炭素型の都市構造の形成と効率的なエネルギー利用を促進することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める 

ところによる。 

(1) 補助対象事業者 日本国内において事業活動を営んでおり、次のいずれかに該当する者

をいう。 

ア 会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第１号に規定する会社 

イ 法人税法（昭和４０年法律第３４号）第２条第７号に規定する協同組合等 

ウ 保険業法（平成７年法律第１０５号）第２条第５項に規定する保険会社 

エ 社会福祉法（昭和２７年法律第４５号）第２２条に規定する社会福祉法人 

オ 私立学校法（昭和２４年法律第２７０号）第３条に規定する学校法人 

カ 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３９条に規定する医療法人 

キ 宗教法人法（昭和２６年法律第１２６号）第４条第２項に規定する宗教法人 

ク 特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条第２項に規定する特定非営 

利活動法人（ＮＰＯ法人） 

ケ 建物の区分所有等に関する法律（昭和３８年法律第６９号）第３条に規定する団体 

コ 個人事業主（開業届の写しを提出できること） 

サ その他環境大臣の承認を得て札幌市長が適当と認める者 

(2) 太陽光発電設備 太陽電池モジュール又は太陽電池アレイ、パワーコンディショナー 

その他これらに付随する設備で構成される設備をいう。 

(3) 業務用蓄電池 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金実施要領（令和５年１月 13 日環

地域事発第 2301131 号改正）別紙２、２（２）ア（ア）又はア（イ）に規定する蓄電

池をいう。 

(4) 家庭用蓄電池 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金実施要領（令和５年１月 13 日環

地域事発第 2301131 号改正）別紙２、２（２）ア（ア）又はア（イ）に規定する蓄電

池をいう。 

 

 （補助金交付の対象機器及び補助金交付額） 

第３条 補助金交付の対象となる機器（以下「対象機器」という。）及び補助金の交付額は、

別表１のとおりとする。なお、環境大臣からの交付の決定額の範囲内において、補助金を交

付するものとする。 

 

 （補助対象費用） 

第４条 補助金交付の対象となる費用（以下「補助対象費用」という。）は、自家消費型太陽

光発電設備導入補助金交付要綱実施要領（以下「要領」という。）に定める。 



 （申込方法） 

第５条 補助金の交付を申込む者（以下「申込者」という。）は、要領第３条に従って申込書

（様式１）に必要事項を記載し、誓約書（様式 11）を添えて申込まなければならない。な

お、対象機器の設置場所（土地や施設）を、申込者以外が所有する場合には、太陽光発電設

備設置等同意書（様式 12）も併せて提出しなければならない。 

 

 （補助金受領の要件） 

第６条 前条に定める申込者は、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

 (1) 市内にある区分所有住宅等の共用部分に対象機器を設置しようとする補助対象事業者 

 (2) 市内にある事務所･事業所等（店舗併用住宅含む）に対象機器を設置しようとする補助

対象事業者 

 (3) 市内に自ら所有する共同住宅の共用部又はテナントビルに対象機器を設置しようとす

る補助対象事業者 

２ 申込者は、次の各号に掲げる要件を全て満たしていなければならない。 

 (1) 札幌市税を滞納していない者であること。 

 (2) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第

６号に規定する暴力団員、又は暴力団関係事業者（暴力団員が実質的に経営を支配する

事業者その他同条第２号に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する事業者を

いう。）でない者であること。 

 (3) 令和５年４月１日から令和６年３月 31 日（以下「同一年度」という。）内において、

本補助制度への申込金額の合計（合計申込額という。）が 5,000,000 円を超えない者で

あること。（同一年度内における合計申込金額の上限は 5,000,000 円まで。）なお、合

計申込額には、申込もうとする者に対して支店や本店等の関係にある申込者による申込

金額を含むものとする。 

３ 申込者は、対象機器について次に掲げる要件を全て満たしていなければならない。 

 (1) FIT（固定価格買取制度）及び FIP(Feed in Premium)の認定を受けないものであるこ

と。 

 (2) 国、北海道及び札幌市等による同様の補助金等の交付を受けないものであること。 

 (3) 本補助制度によって得た環境価値について、売買や取引等の活用を行わないこと。 

 (4) 平時において導入場所の敷地内で一定割合（発電の 50％以上）の自家消費をすること。 

 (5) オンサイト設置であり、発電した電気の自己託送を行わないものであること。 

 (6) 災害時にも使えるように耐震性を確保すること。 

 (7) 対象機器を設置しようとする施設又は土地に、同一年度内に本補助制度による補助金

の交付を受けた機器が設置されていないこと。 

 (8) 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金実施要領（令和５年１月 13 日環地域事発第

2301131 号改正）別紙２、２（２）ア（ア）又はア（イ）に規定する交付対象事業の

内容に準拠すること。 

 

 （対象機器の設置に係る工事契約締結日の制限） 

第７条 対象機器の設置に係る工事契約締結日は、要領に定める工事契約締結日以降でなけ

ればならない。 

 

 



（申込の受理） 

第８条 市長は、前条による申込を受理し、補助金の交付を決定した場合には、補助金交付決

定通知書(様式２)により申込者に通知するものとする。また、不交付とした場合には、補助

金不交付決定通知書(様式２)により事業者に通知するものとする。 

 

（申込の募集期間、申込受理の停止） 

第９条 市長は、要領に定める募集期間において、申込を先着順に受理するものとし、受理

した申込金額の合計が市の予算の範囲を超えた日（以下「予算超過日」という。）をもっ

て、申込の受理を停止する。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は予算超過日に複数の申込があった場合は、当該複数の

申込について抽選を行い、受理した申込金額の合計が市の予算の範囲を超えない範囲で受

理するものを決定する。 

 

（手続代行者）  

第１０条 申込者及び補助金受領予定者は、この要綱に定める申込み及び交付申請手続につ 

いて、対象機器を販売又は設置する者に対して、これらの申請手続の代行を依頼すること 

ができる。  

２ 前項に定める申込み及び交付申請手続の代行を依頼された者（以下「手続代行者」とい 

う。）は、依頼された手続に対し、誠意をもって実施するものとする。また、本手続の代行 

を通じ得た情報は、個人情報の保護に関する法律(平成 21 年 6 月 5 日法律第 49 号)

に従って取り扱うものとする。 

３ 市長は第１項に規定する手続について、手続代行者が不正の手段によって手続きを行っ 

た疑いがある場合、必要に応じて調査を実施し、不正行為が認められたときは、当該手続代 

行者の名称及び不正の内容を公表し、当分の間、手続の代行を認めないことができるもの 

とする。 

 

 （補助金交付申請及び完了届） 

第１１条 補助金交付決定通知書の通知を受けた申込者は、補助対象機器の取得後に、要領

に定める提出方法にて、補助金交付申請兼完了届（様式 4）及び別表２に掲げる書類を添え

て市長に提出するものとする。 

２ 前項の補助金交付申請兼完了届は、要領に定める補助金交付申請兼完了届提出期限まで

に提出しなければならない。 

３ 前項の期日までに、補助金交付申請兼完了届を提出しなかった申込者に対する補助金交

付決定は無効とする。 

 

 （交付額の確定） 

第１2 条 市長は、第１1 条による補助金交付申請兼完了届の提出があったときは、その内

容を審査し、申請内容が補助金交付要件を満たすと認めたときは、補助金の交付額を確定

し、補助金交付額確定通知書（様式 6）により、補助金受領予定者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の審査において補助金交付条件に適合しないと認めたときは、補助金受領

予定者に対して是正措置を求めることができる。なお、補助金の申請者が是正措置に応じ



ないときは、決定を取り消すものとする。 

 

（計画の変更及び中止） 

第１3 条 補助金受領予定者は、申込内容を変更、又は対象機器の設置を中止する場合は、

計画変更・中止届(様式３)を市長に提出しなければならない。ただし、以下の各号について

の変更は認めないものとする。 

 (1) 補助金の交付予定額の増額。 

 (2) 対象機器の変更及び追加。 

 (3) 申込内容の変更がなく、要領に定める補助金交付申請兼完了届の提出期限の延長のみ

を目的とするもの。 

 

 （補助金の交付） 

第１４条 市長は第１２条の規定により補助金交付額が確定した後には、速やかに補助金の

交付手続きを行うものとする。 

 

 （補助金の交付決定の取消） 

第１５条 市長は第８条第１項の規定により通知を受けた補助金受領予定者（以下「補助金

受領決定者」いう。）が次の各号のいずれかに該当した場合、補助金の交付決定の全部又は

一部を取り消すことができる。 

 (1) 虚偽の申請その他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。 

 (2) 関係法令及びこの要綱の規定に違反したとき。 

 (3) 第６条３項に規定する補助金受領の要件を満たさないと判断されたとき。 

 (4) 第１７条に規定する調査及び第２０条に規定する報告を正当な理由なく拒んだとき。 

 

 （補助金の返還） 

第１６条 市長は前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、既に補助

金を交付しているときは、補助金受領決定者に対して補助金の全部又は一部の返還を求め

ることができる。 

２ 補助金受領決定者が前条第３号に該当した場合には、補助金受領決定者が当該取得財産

を取得した日の翌日を起算日とし、補助金受領決定者が第６条第３項に規定する要件を満

たさなくなった日（以下、「要件違反日」という。）までの日数(以下「要件適合期間」とい

う。)に応じた補助額を返還させることができる。ただし、返還させる額については、次の

とおり算定するものとし、要件適合期間については１年を超える場合は１年を３６５日、

１年未満の場合は実日数とする。 

  返還金 ＝ 補助金額 × （１ － 
要件適合期間

法定耐用年数の期間
 ） 

３ 補助金受領決定者が第６条第３項第３号に規定する要件を満たさない場合には、市長は

第２０条第１号に規定する報告に基づいて要件違反日を決定するものとする。 

 

 （調査等） 

第１７条 市長はこの要綱による補助金交付に関し必要があると認めるときは、補助金受領

予定者又は補助金受領決定者から報告を求め、自ら書類及び現地調査を実施することがで

きる。 



 （近隣住民への配慮） 

第１８条 対象機器及びその付属品を設置する場合、設置場所、設備等について、近隣に居住

する市民等に十分に配慮しなければならない。 

 

 （財産処分の制限） 

第１９条 補助金受領決定者は、補助金の交付を受けた対象機器について、法定耐用年数（別

表３）を経過するまでの間、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金の交付目的に従っ

て、その効率的な運用を図らなければならない。 

２ 補助金受領決定者は、法定耐用年数の期間内に当該対象機器を売却し、譲渡し、交換し、

廃棄し、貸し付けし又は担保に供する（以下「処分」という。）ときは、あらかじめ財産処

分承認申請書（様式 7）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

３ 市長は、前項の規定により承認申請があったときは、当該申請の内容を審査し、承認又は

不承認を決定し、財産処分承認・不承認通知書（様式 8）により補助金受領決定者に通知し

なければならない。 

４ 市長は、補助金受領決定者が前項の規定による承認を受けて対象機器を処分したときは、

補助金受領決定者が当該取得財産を取得した日の翌日を起算日とし、起算日から処分をし

た日までの日数(以下「対象機器使用期間」という。)に応じた補助額を、補助金返還請求通

知書（様式１０）により返還させることができる。ただし、返還させる額については、次の

とおり算定するものとし、対象機器使用期間については１年を超える場合は１年を３６５

日、１年未満の場合は実日数とする。 

  返還金 ＝ 補助金額 × （１ － 
対象使用期間

法定耐用年数の期間
 ） 

５ 補助金受領決定者は、第３項の規定による承認を受けて、対象機器を法定耐用年数の期

間内に処分したときは、財産処分報告書（様式 9）を市長に提出しなければならない。 

 

 （報告） 

第２０条 補助金の交付を受けた者は、次に掲げる事項について、毎年、市長に報告をしなけ

ればならない。 

 (1) 太陽光発電設備の年間利用状況（毎月の発電電力量、毎月の自家消費量、売電量（売電

先）等） 

 (2) 定置用蓄電池の設定状況及び利用状況（本補助制度を活用して設置された場合） 

 (3) その他市長が報告を求める事項 

 

 （協力） 

第２１条 市長は、この要綱による補助金の交付を受けた者に対して、次に掲げる事項につ

いて協力を依頼することができる。 

 (1) 太陽光発電設備の導入に掛かるアンケート調査 

 (2) その他市長が協力依頼する事項 

 

 （不可抗力による免責） 

第２２条 申込者及び補助金受領予定者は、天災地変等の不可抗力、戦争・暴動・内乱、法令

の改廃制定、その他申込者、補助金受領予定者及び手続代行者の責に帰し得ない事由によ



り、第５条に定める申込書及び第 11 条に定める補助金交付申請兼完了届を期限までに提

出できない場合には、別途、札幌市と協議する。 

  

 （雑則） 

第２３条 この要綱に定めるもののほか、当該補助金に関し必要な事項は環境局長が定める。 

 

   附 則 

１ この要綱は、令和４年 11 月 24 日から施行する。 

２ この要綱は、令和 5 年 8 月 7 日から施行する。 

 

別表１ 補助対象機器と補助金交付額 

補助対象機器 補助金交付額(円) 

太陽光発電設備 

太陽光発電設備の出力合計 1kWあたり50,000円 

○補助額の上限は2,450,000円とする。 

ただし、補助対象費用に対して補助金の額が上回らないこと。 

定置用蓄電池 

対象機器の購入・設置に要する費用（第４条に定める補助

対象費用をいう。）に1/3を乗じて得た額。 

○補助額の上限は1,000,000円とする。 

○業務用蓄電池の場合は、補助対象費用が190,000円

/kWh以下であるものとし、これを超える蓄電池は補助対

象外。 

○家庭用蓄電池の場合は、補助対象費用が155,000円

/kWh以下であるものとし、これを超える蓄電池は補助対

象外。 

○太陽光発電設備の導入に付帯することが条件。なお、既

存の太陽光発電設備への設置は補助対象外。 

注 1）太陽光発電設備の出力合計とは、太陽電池モジュールの JIS などに基づく公称最大

出力の合計値とパワーコンディショナーの定格出力の合計値の低い方を kW 単位

で小数点以下を切り捨てた値とする。 

注 2）定置用蓄電池の蓄電池容量は、定格容量、単電池の公称電圧および使用する単電池の

数の積で算出される蓄電池部の値で、kWh 単位で小数点第二位以下を切り捨てた

値とする。 

注 3）補助金交付額は、千円未満の端数を切り捨てるものとする。 

注 4）各対象機器の要件及び補助対象費用は要領に定める。 

 

 



別表２ 補助金交付申請兼完了届（様式4）の添付書類 

添 付 書 類 

１ 現在事項全部証明書又は履歴事項全部証明書の原本又は写し（法人のみ） 

 

２ 開業届の写し（個人事業主のみ） 

 

３ 暴力団排除に関する誓約書（様式１１） 

 

４ 納税証明書（指名願）の原本又は写し（法人及び個人事業主のみ） 

 

５ 管理組合の現在の代表者が選定されたことを証する書類（総会議事録等） 

（マンション管理組合のみ） 

※書類作成日、マンション管理組合名、代表者名等記載されていること 

 

６ 補助対象機器の設置について、管理組合総会等で承認決議を得ていることを証する

書類（総会議事録等） 

（マンション管理組合のみ） 

※書類作成日、マンション管理組合名、代表者名等記載されていること 

 

７ 設置場所の所有者が判る書類 

※ 自社所有ではない場合には、機器設置場所（施設）所有者の同意書（様式

１２）が必要 

 

８ 収支決算書（様式１３） 

 

９ 対象機器の本体･設置部材費用及び工事費用等が判る書類 

 例：見積書、契約書、領収書 等 

※ 施工業者に支払いを行ったことが判る書類及び補助事業の実施期間（工事契

約締結日、着手日～支払日）が確認できる書類を提出すること 

 

１０ 工事内容証明書（様式5）（８、９の金額と一致していること。） 

 

１１ 機器等設置写真（補助対象工事のすべて） 

※ 機器設置前から設置後までの設置状況等を撮影する 

※ 工事用黒板（日付、機器名称、施主、施工者名等）又はそれに代わるもの

を入れて撮影する。ただし、機器の銘板や施設の館名板などの撮影には不

要 

 

１２ しゅん巧図、単線結線図、製品仕様書、性能表示の写し（蓄電池の場合） 

 

１３ 自家消費の割合が判る資料 

※ 発電量、自家消費量等が判るモニター画面の写真等 

※ 全量自家消費することが単線結線図等の書類から確認できる場合には不

要 



 １４ 補助金の振込先（銀行名・支店、口座名義（カタカナ）、口座番号）が判る

書類 

 

１５ 系統への接続日(又は接続希望日)が判る書類 

 例：電力会社へ提出した「系統連系および電力購入申込書」、又は「低圧発

電設備 系統連系・電力購入申込書」等 

   ※系統への接続を行わない場合には不要 

 

１６ 【定置用蓄電池の補助を申請した場合】 

太陽光発電設備と接続したことが判る結線図等 

 ※１２の単線結線図等から確認できる場合には不要 

 

別表３ 法定耐用年数 

対象機器 法定耐用年数 

太陽光発電設備 17年 

定置用蓄電池 6年 

 


